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第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 国立研究開発法人森林研究・整備機構における競争参加資格審査及び契約に関する

務の取扱いについては、国立研究開発法人森林研究・整備機構会計規程（１３森林総研第

５６号。以下「会計規程」という。）、国立研究開発法人森林研究・整備機構会計事務取

扱要領（１３森林総研第５７号。以下「会計要領」という。）、国立研究開発法人森林研

究・整備機構契約事務取扱規程（１３森林総研第８６号。以下「契約規程」という。）、

国立研究開発法人森林研究・整備機構契約事務取扱規程の特例を定める規程（１３森林総

研第８８号。以下「特例規程」という。）その他別に定めるもののほか、この要領の定め

るところによる。 

 

（競争参加資格の設定及びその公示） 

第２条 理事長は、契約規程第６条第１項及び第２項の規定による競争に参加する者に必要

な資格の設定、資格の基本となるべき事項、資格の審査の申請の時期及び方法等について

の公示を、特別の事情がある場合を除き、第５条に定める定期審査を行う最初の事業年度

の開始１か月前までに行うものとする。 

２ 前項の公示は、契責任者（会計規程第７条第１項第８号に規定する契約責任者をいう。

以下同じ。）が存する組織の長（以下「組織の長」という。）の指定する場所に掲示して

行うものとする。 

 

（契約の種類） 

第３条 契約規程第６条第１項及び第２項の規定による競争に参加する者に必要な資格の設

定は、次に掲げる契約の種類ごとに行うものとする。 

（１）建設工事契約（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条に規定する建設工事

に関する契約をいう。以下同じ。） 

（２）測量・建設コンサルタント等契約（調査、測量及び設計に関する契約をいう。以下

同じ。) 
（３）物品の製造契約（機械器具類の製造等に関する契約をいう。以下同じ。） 
（４）物品の購入（販売）契約 
（５）役務等（役務の提供等）契約 
（６）物品の買受け（売払い）契約 

２ 前項各号に掲げる契約に係る業種の区分については、別表に掲げるところによるものと

する。 
 
（申請の時期） 

第４条 契約規程第６条第１項の規定による申請の時期は、特別の事情がある場合を除き、

第５条に定める定期審査を行う最初の事業年度の開始前１か月以上の期間とする。ただし、

この期間以外の時期においても、随時に申請を受付けるものとする。 



 
（資格の審査） 

第５条 組織の長は、競争参加資格の審査を、第３条第１項第１号及び第２号に掲げるもの

については２年に１回、同第３号から第６号については、３年に１回、定期に行うものと

し、必要と認めるとき又は前条ただし書の規定により申請があったときは、随時に行うも

のとする。 
 
（有資格者等） 

第６条 競争参加の資格を有する者（以下「有資格者」という。）は、次に掲げる者とする。 
（１）前条第２項、第１９条、第１９条の２、第１９条の３並びに第３１条の規定により

資格を有すると認められた者 
（２）第３条第１項第１号から第６号に定める契約の種類において、本要領と同様の契約

の種類及び等級の格付の基準を有する国、他の独立行政法人又は都道府県（以下「国

等」という。）の競争参加の資格を有する者 
２ 前項第１号の有資格者のうち、定期の審査に係る有資格者の資格の有効期間は、申請の

日の属する年度の翌年度から第３条第１項第１号及び第２号に掲げるものについては２年

間、同第３号から第６号については３年間とし、随時の審査に係る有資格者の資格の有効

期間は、有資格者とされた日から当該審査の直前の定期の審査に係る有効期間の末日まで

の間とする。 
 
（一般競争参加者の選定） 

第６条の２ 契約責任者は、契約規程第６条第３項の規定により、一般競争に参加する者に

必要な資格を定めるときは、次の各号によるものとする。 
（１）競争に付そうとする契約の種類及び内容により、当該契約を履行するに当たって専

門的知見又は技術を必要とする場合には、当該契約を履行するのに適当と認められる

業種（第３条第２項の規定により区分された業種をいう。以下同じ。）に属する者及

び当該契約を履行するために必要な資格を有する者等の専門的知見又は技術を有する

者とすることができる。 
（２）契約事務の円滑な処理を図るため特に必要と認める場合には、地理的条件を付する

ことができる。この場合における対象地域については、事業の規模、有資格者の数等

を考慮の上、都道府県単位を基本として、適切に選定するものとする。 
（３）競争に付する契約の予定価格の金額に相当する等級を指定するものとする。ただし、

次のいずれかに該当する場合は、予定価格の金額に相当する等級の直近上位及び直近

下位の等級の有資格者を含めて競争を行わせることができる。 
ア 特殊な技術、工法、機械、施設等を必要とする場合 
イ 特別な建設工事又は測量・建設コンサルタント等の経験を必要とする場合 
ウ 地理的条件に適合する者を必要とする場合 
エ 予定価格の金額に相当する等級の資格を有する者が少数の場合 

（４）前号の規定にかかわらず、契約責任者が所属する組織の長の承認を得たときは、予

定価格の金額に相当する等級の２等級以上の上位等級及び下位等級の有資格者を含め

て競争を行わせることができる。 
 

（有資格者としない者） 
第７条 組織の長は、第３条第１項第１号及び第２号に掲げる契約については、次の各号の

一に該当する者、第３条第１項第３号から第６号に掲げる契約については、次の１号から

３号に該当する者は、特別の事情がある場合を除き、有資格者としないものとする。 



（１）契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 
（２）申請書及び審査に必要な書類に故意に虚偽の事実を記載した者又はこれを代理人、

支配人その他の使用人として使用する者 
（３）経営状態が著しく不健全であると認められる者 
（４）建設業法第３条の規定による許可及び同法第２７条の２３第２項に規定する経営事

項審査（第５条の定期の審査にあっては、告示（建設業法第２７条の２３第３項の経

営事項審査の項目及び基準を定める件（平成２０年１月３１日国土交通省告示第８５

号）をいう。以下同じ。）第１第１号の２に規定する審査基準日が第４条本文に定め

る期間の末日の１年７月前の日より後のもの、第５条の随時の審査にあっては、告示

第１第１号の２に規定する審査基準日が申請をする日の１年７月前の日より後ものに

限る。）を受けていない者 
（５）数人の建設業者が共同して工事を施工するため協定により結成した企業体（以下

「共同企業体」という。）で、その構成員に前各号までのいずれかに該当する者を含

むもの 
（６）測量・建設コンサルタント等の営業に関し、法律上必要な資格を有しない者 

 
（有資格者としないことがある者） 

第８条 組織の長は、次の各号の一に該当する者（これを代理人、支配人その他の使用人と

して使用する者を含む。）を、その事実があった後、第３条第１項第１号及び第２号に掲

げるものについては２年間、同条第３号から第６号については３年間有資格者としないこ

とができる。 
（１）契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をした者 
（２）公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るため

に連合した者 
（３）落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 
（４）監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 
（５）正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 
（６）共同企業体で、その構成員に第１号から前号までの各号の一に該当する者を含むも 

の 
 
（有資格者名簿） 

第９条 組織の長は、第６条第１項第１号の規定による有資格者の名簿（以下「有資格者名

簿」という。）を、契約の種類ごとに、別紙第１号様式（その１）により作成するものと

する。 
２ 第６条第１項第２号の規定による有資格者は、国等の作成する有資格者名簿の提供を求

め共通とすることができるものとする。 
 
（有資格者名簿の公表） 

第１０条 組織の長は、前条第１項の規定による有資格者名簿の公表を、別紙第１号様式

（その２）により、資格審査を担当する窓口において閲覧に供するほか、ホームページへ

の掲載その他適当な方法により行うものとする。 
２ 国等が国立研究開発法人森林研究・整備機構の有資格者名簿を使用して競争契約を行う

場合に当該名簿の提供の依頼があったときは、前条の規定により作成した名簿を提供する

ことができる。 
 



（資格審査の結果通知） 
第１１条 組織の長は、特別の事情がある場合を除き、定期の審査にあっては年度開始前に、

随時の審査にあっては審査後速やかに、資格がある場合は別紙第２号様式（その１）若し

くは別紙第２号様式（その２）の資格確認通知書又は資格がない場合は別紙第２号様式

（その３）の通知書により申請者に通知するとともに、その旨を契約責任者に通知するも

のとする。 
 
（変更の届出等） 

第１２条 組織の長は、有資格者に次の各号に掲げる事項について変更があった場合におい

ては、当該有資格者から、別紙第３号様式の競争契約参加資格審査申請書変更届により速

やかに、その旨を届出させるものとする。 
（１）住所 
（２）商号又は名称及び電話番号（ファクシミリ（ＦＡＸ）番号及びメールアドレスを含

む。） 
（３）法人である場合は代表者の氏名、個人である場合はその者の氏名 
（４）許可・登録等の状況 
（５）営業所の名称、所在地及び電話番号（ファクシミリ（ＦＡＸ）番号を含む。） 

２ 前項の届出があったときは、速やかに第９条及び第１０条に定める有資格者名簿を訂正

するとともに、その内容を契約責任者に通知するものとする。 
 
（資格の有効期間の延長） 

第１３条 事業年度開始前に、第１１条の規定による通知を行うことができないときは、そ

の通知が行われる日まで、前年度の有資格者を当該年度の有資格者とするものとする。 
 
（資格の取消し） 

第１４条 契約責任者は、有資格者が第７条各号又は第８条各号の一に該当すると認めると

きは、直ちに、組織の長に別紙第４号様式（その１）の資格取消事由報告書を提出するも

のとする。 
２ 組織の長は、前項の報告があった場合は、当該有資格者の資格を取り消す必要があるの

か審査するものとする。 
３ 組織の長は、有資格者の資格を取り消した場合は、その旨を別紙第４号様式（その２）

の資格取消通知書により当該者及び当該報告をした契約責任者に通知するものとする。 
 
（競争参加資格審査会） 

第１５条 第５条、第１９条第２項、第１９条の２第２項、第１９条の３第２項及び第３１

条第２項の規定による競争参加者の資格の判定及び等級の格付けを行う場合並びに前条第

２項及び第３１条第５項の規定並びに第１９条の２第１項においていう「グループ経審取

扱通知」及び第１９条の３第１項においていう「持株会社化経審取扱通知」に基づく資格

の取消しを行う場合には、競争参加資格審査会（以下「審査会」という。）に諮るものと

する。  
２ 審査会は、次に掲げる者をもって構成するものとする。 

一 研究所 
委員長  理事（企画・総務・森林保険担当） 
委 員  総務部長、研究企画科科長補佐、コンプライアンス推進室長、総務課

長、経理課長、調達課長、資産管理課長 
二 支所 



委員長  支所長 
委 員  地域連携推進室長（科学園は業務課長）、総務課長、総務課課長、補

佐（補佐の置かれていない支所等は庶務係長） 
三 育種センター 

委員長  審議役（育種担当） 
委 員  育種企画課長、管理課長、管理主幹 

四 育種場 
委員長  育種場長 
委 員  連絡調整課長、育種課長、庶務係長 

五 整備センター 
委員長  総括審議役（経理担当） 
委 員  審議役（総合調整担当）、森林管理部長、関係の上席参事、財務課

長、並びに関係の課長及び参事 
六 整備局 

委員長  整備局長 
委 員  副局長又は上席企画役、総務課長、委員長が指名する課長補佐又は係

長 
七 保険センター 

委員長  審議役 
委 員  保険総務部長、上席参事（保険総務部）、保険経理課長、リスク管理

室長 
３ 審査会は、委員長が招集するものとする。 
４ 審査会は、第５条第１項に規定する定期の審査会を開くほか、必要に応じて審査会を開

くものとする。 
５ 審査会は、構成員の過半数が出席しなければ、開催することができない。 

なお、必要に応じ、持ち回り決裁の方法をもって審査会の議事に代えることができるも

のとする。 

６ 審査会の事務は、研究所にあっては調達課、支所、育種センター、育種場にあっては契

約事務担当係、整備センターにあっては財務課、整備局にあっては総務課、保険センター

にあっては保険経理課が行う。 
 

（秘密の保持） 
第１６条 資格の審査に従事する職員は、当該審査において知り得た秘密に関する事項は、

これを他に漏らしてはならない。 
 
（苦情処理担当者の指定） 

第１７条 特例規程第１５条の規定により特定調達契約に係る苦情の処理に当たる職員（苦

情処理担当者という。）には、研究所においては総務部長、研究所以外の組織においては

当該契約責任者を指定するものとする。 
 

第２章 一般競争 
 

第１節 建設工事契約 
 
（申請に必要な書類） 



第１８条 組織の長は、建設工事契約について契約規程第６条第１項に規定する申請の際に

は、別紙第５号様式の申請書及び次に掲げる添付書類（別紙様式に定めるものはこれによ

る。）を提出させるものとする。なお、別紙第５号様式の（２）の書類は、当該書類の記

載事項を他の書類等により確認しうることができる場合には記載事項を省略することがで

きる。 
（１）営業所一覧表（別紙第６号様式） 
（２）総合評定値通知書（建設業法第２７条の２９第１項の請求により国土交通大臣又は

都道府県知事から通知されたもので申請日の直近のものをいう。以下同じ。）の写し

（告示第１第４号の１（一）に規定する雇用保険、（二）に規定する健康保険及び

（三）に規定する厚生年金保険の加入状況がいずれも「加入」又は「適用除外」とな

っているものに限る。ただし、当該加入状況が「未加入」であった後に「加入」又は

「適用除外」となった場合は、総合評定値通知書の写しのほか、当該事実を証する書

類。） 
（３）納税証明書（国税通則法施行規則（昭和３７年大蔵省令第２８号）別紙第９号書式

その３又はその３の２若しくはその３の３）の写し 
（４）共同企業体協定書の写し（共同企業体として申請する場合） 
（５）共同企業体等調書（共同企業体として申請する場合）（別紙第７号様式） 
（６）申請者が合併新設会社又は合併存続会社で合併後５年未満の場合には当該事実を証

明する書類 
（７）グループ経営事項審査及び持株会社経営事項審査の結果に基づく申請の場合には企

業集団及び企業集団に属する建設業者についての数値認定書 
（８）行政書士等の代理申請による場合には委任状 

２ 官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和４１年法律第９７号）第

２条第１項第４号に該当する組合であって、中小企業庁の官公需適格組合の証明を受けて

いる組合（以下「適格組合」という。）が等級の格付に当たっての総合点数の算定方法に

関する特例（以下「算定特例」という。）を希望するときは、第１項各号に掲げる書類を

提出させるものとする。 
３ 第１項第７号の経営事項審査結果通知書の写しについては、共同企業体であるときは当

該共同企業体を構成する者に係るものを、適格組合であるときは当該適格組合及び当該適

格組合を構成する者に係るものを提出させるものとする。 
 
（合併等により新たに設立された会社に係る手続） 

第１９条 組織の長は、建設工事契約に係る第６条の規定による有資格者が、合併等により

新たに設立された会社となった場合は、再度資格審査の申請（以下「再申請」という。）

を行わせることができる。 
２ 組織の長は、前項の規定による再申請を受けた場合は、速やかに再審査を行い、再審査

の結果を別紙第２号様式（その１）の資格確認通知書により申請者に通知するとともに、

その旨を契約責任者に通知するものとする。 
３ 前条第１項に規定する書類は、第１項の再申請を行う場合について準用する。 
 
（グループ経審を受審した建設業者に係る手続き） 

第１９条の２ 組織の長は、建設工事契約に係る第６条の規定による有資格者が、平成６年

６月８日建設省告示 第１４６１号附則四の規定に基づく国土交通大臣が認定した企業集

団に属する建設業者に係る経営事項審査（以下「グループ経審」という。）を受審し、再

申請を希望する場合は、グループ経審取扱通知に基づき再申請させることができるものと

する。 



２ 組織の長は、前項の規定による再申請を受けた場合は、速やかに再審査を行い、再審査

の結果を別紙第２号様式（その１）の資格確認通知書により申請者に通知するとともに、

その旨を契約責任者に通知するものとする。 
３ 第１８条第１項に規定する書類は、第１項の再申請を行う場合について準用する。 
 
（持株会社化経審を受審した建設業者に係る手続） 

第１９条の３ 組織の長は、建設工事契約に係る第６条の規定による有資格者が、平成６年

６月８日建設省告示第１４６１号附則六の規定に基づく国土交通大臣が認定した企業集団

に属する建設業者に係る経営事項審査（以下「持株会社化経審」という。）を受審し、再

申請を希望する場合は、持株会社化経審取扱通知に基づき再申請させることができるもの

とする。 
２ 組織の長は、前項の規定による再申請を受けた場合は、速やかに再審査を行い、再審査

の結果を別紙第２号様式（その１）の資格確認通知書により申請者に通知するとともに、

その旨を契約責任者に通知するものとする。 
３ 第１８条第１項に規定する書類は、第１項の再申請を行う場合について準用する。 
 
（等級の格付） 

第２０条 建設工事契約について一般競争に参加しようとする者を等級に格付する場合には、

建設業法第２７条の２３第２項及び第３項の規定により国土交通大臣が定める項目ごとの

同条第１項の経営に関する客観的事項を勘案するものとする。 
 

第２節 測量・建設コンサルタント等契約 
 
（申請に必要な書類） 

第２１条 組織の長は、測量・建設コンサルタント等契約について契約規程第６条第１項に

規定する申請の際には、別紙第８号様式の申請書及び次に掲げる添付書類（別紙様式に定

めるものはこれによる。）を提出させるものとする。この場合において、第２号から第５

号までに掲げる書類は、その写しをもって代えることができるものとする。 
（１）営業所一覧表（別紙第９号様式） 
（２）財務諸表類 
（３）登記事項証明書又は登記簿謄本（法人の場合）又は身元証明書（個人の場合） 
（４）登録証明書等（登録を受けている場合） 
（５）納税証明書（国税通則法施行規則（昭和３７年大蔵省令第２８号）別紙第９号書式

その３又はその３の２若しくはその３の３） 
（６）行政書士等の代理申請による場合には委任状 

２ 前項の場合において、申請しようとする者が測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５

５条の８に規定する書類を国土交通大臣に提出し、その写しを提出した場合には、前項第

１号から第４号までに掲げる書類の添付を省略することができる。また、前項の場合にお

いて、申請しようとする者が建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設省

告示第７１７号）第７条、地質調査業者登録規程（昭和５２年４月１５日建設省告示第７

１８号）第７条又は補償コンサルタント登録規程（昭和５９年９月２１日建設省告示第１

３４１号）第７条に規定する現況報告書を国土交通大臣に提出し、その確認印を受けた現

況報告書の副本の写しを提出したときであって、申請しようとする業種の区分が各登録規

程に定める登録部門の範囲内である場合に限り、前項第１号から第４号までに掲げる書類

の添付を省略することができる。 



３ 第１項の規定により申請の際に提出させる同項第２号及び第３号の書類について、添付

させることが著しく困難であると認められる場合は、当該書類の記載の事実を確認しうる

他の書類をもって代えることができるものとする。 
 
（等級の格付） 

第２２条 組織の長は、測量・建設コンサルタント等契約について一般競争に参加しようと

する者を等級に格付する場合には、当該者の年間平均測量等実績高、自己資本額、流動比

率及び営業年数を勘案するものとする。 
 

第３節 物品の製造契約 
 
（申請に必要な書類） 

第２３条 組織の長は、物品の製造契約について契約規程第６条第１項に規定する申請の際

には、別紙第１０号様式の申請書及び次に掲げる添付書類を提出させるものとする。この

場合において、第２号から第４号までに掲げる書類は、その写しをもって代えることがで

きるものとする。 
（１）営業経歴書 
（２）財務諸表類 
（３）登記事項証明書（法人の場合）又は身元証明書（個人の場合） 
（４）納税証明書（国税通則法施行規則（昭和３７年大蔵省令第２８号）別紙第９号書式

その３又はその３の２若しくはその３の３） 
２ 前項の場合において、申請しようとする者が、物品の購入、役務等又は物品の買受けに

係る契約についての申請をした者であるときは、前項各号に掲げる書類の添付を省略する

ことができる。 
３ 第１項の規定により申請の際に提出させる同項第２号及び第３号の書類について、添付

させることが著しく困難であると認められる場合は、当該書類の記載の事実を確認しうる

他の書類をもって代えることができるものとする。 
 

（等級の格付） 
第２４条 組織の長は、物品の製造契約について一般競争に参加しようとする者を等級に格

付する場合には、当該者の主要製品の年間平均製造高、自己資本額、設備の額、流動比率

及び営業年数を勘案するものとする。 
 

第４節 物品の購入（販売）契約 
 
（申請に必要な書類） 

第２５条 組織の長は、物品の購入契約について契約規程第６条第１項に規定する申請の際

には、別紙第１０号様式の申請書及び次に掲げる添付書類を提出させるものとする。この

場合においては、第２３条第１項後段の規定を準用する。  
（１）営業経歴書 
（２）財務諸表類 
（３）登記事項証明書（法人の場合）又は身元証明書（個人の場合） 
（４）納税証明書（国税通則法施行規則（昭和３７年大蔵省令第２８号）別紙第９号書式

その３又はその３の２若しくはその３の３） 



２ 前項の場合において、申請しようとする者が、物品の製造、役務等又は物品の買受けに

係る契約についての申請をした者であるときは、前項各号に掲げる書類の添付を省略する

ことができる。 
３ 第１項の場合において、第２３条第３項の規定を準用する。 
 
（等級の格付） 

第２６条 組織の長は、物品の購入契約について一般競争に参加しようとする者を等級に格

付する場合には、当該者の主要商品の年間平均販売高、自己資本額、流動比率及び営業年

数を勘案するものとする。 
 

第５節 役務等（役務の提供等）契約 
 
（申請に必要な書類） 

第２７条 組織の長は、役務等契約についての契約規程第６条第１項に規定する申請の際に

は、別紙第１０号様式の申請書及び次に掲げる添付書類を提出させるものとする。この場

合においては、第２３条第１項後段の規定を準用する。 
（１）営業経歴書 
（２）登記事項証明書（法人の場合）又は身元証明書（個人の場合） 
（３）財務諸表類 
（４）納税証明書（国税通則法施行規則（昭和３７年大蔵省令第２８号）別紙第９号書式

その３又はその３の２若しくはその３の３） 
２ 前項の場合において、申請しようとする者が、物品の製造、物品の購入又は物品の買受

けに係る契約についての申請をした者であるときは、前項各号に掲げる書類の添付を省略

することができる。 
３ 第１項の場合において、第２３条第３項の規定を準用する。 
 
（等級の格付） 

第２８条 組織の長は、役務等契約について一般競争に参加しようとする者を等級に格付す

る場合には、当該者の年間平均取扱高、自己資本額、流動比率及び営業年数を勘案するも

のとする。 
 

第６節 物品の買受け（売払い）契約 
 
（申請に必要な書類） 

第２９条 組織の長は、物品の買受け契約についての契約規程第６条第１項に規定する申請

の際には、別紙第１０号様式の申請書及び次に掲げる添付書類を提出させるものとする。

この場合においては、第２３条第１項後段の規定を準用する。 
（１）営業経歴書 
（２）登記事項証明書（法人の場合）又は身元証明書（個人の場合） 
（３）財務諸表類 
（４）納税証明書（国税通則法施行規則（昭和３７年大蔵省令第２８号）別紙第９号書式

その３又はその３の２若しくはその３の３） 
２ 前項の場合において、申請しようとする者が、物品の製造、物品の購入又は役務等に係

る契約についての申請をした者であるときは、前項各号に掲げる書類の添付を省略するこ

とができる。 
３ 第１項の場合において、第２３条第３項の規定を準用する。 



 
（等級の格付） 

第３０条 組織の長は、役務等契約について一般競争に参加しようとする者を等級に格付す

る場合には、当該者の年間平均取扱高、自己資本額、流動比率及び営業年数を勘案するも

のとする。 
 

第７節 更生手続又は再生手続開始決定者に係る手続 
 
（更生手続又は再生手続開始決定者に係る資格の再審査申請） 

第３１条 組織の長は、第６条第１項第１号の規定による有資格者が会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）の更正手続又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続

（以下「更正手続等」という。）の開始の決定をされた場合は、再申請を行わせることが

できる。 
２ 組織の長は、前項の規定による再申請を受けた場合は、直ちに再審査を行わなければな

らない。 
３ 第１１条の規定は、前項の再審査の結果を通知する場合について準用する。 
４ 第２項の規定により有資格者とされた者の資格の有効期間は、有資格者とされた日から

当該審査の直前の定期の審査に係る有効期間の末日までの間とする。 
５ 組織の長は、更正手続等の開始の決定をされた者が第１項の再申請を行わない場合及び

第３項の規定により資格がない旨通知する場合は、更正手続等を行った際に有していた資

格を取り消すことができるものとする。 
６ 第１４条第３項の規定は、前項の規定により資格を取り消した場合について準用する。 
 
（再審査に必要な書類） 

第３２条 前条第１項の規定により再審査を受けようとする者は、第１８条、第２１条、第

２３条、第２５条、第２７条又は第２９条に規定する申請に必要な書類を更生手続等開始

の決定後に作成し、次に掲げる書類を添えて組織の長に提出するものとする。 
（１）更生手続開始の決定書の写し 
（２）貸借対照表（更生手続等開始の決定後に作成したもの）及び損益計算書（貸借対照

表を作成する基となった時点までの１年間について作成したもの） 
（３）更生手続等開始の決定時以降に定款、役員等の変更があった場合は、当該変更を証

明する書類 
 
（再申請に係る等級の格付） 

第３３条 前条の規定により申請書類の提出があった場合については、第２０条、第２２条、

第２４条、第２６条、第２８条及び第３０条の規定を準用する。 
 

第８節 審査の特例 
 
（審査の特例） 

第３４条 組織の長は、競争参加資格の審査を行う上で必要と認めるときは、国等と共同で

競争参加資格の審査を行うことができるものとする。この場合において、組織の長は、共

同で競争参加資格の審査を行う国等の長と協議して、第３条、第１１条、第１２条、第１

４条、第１５条及び第３３条の規定について特例を定めることができるものとする。 
 

第３章 指名競争 



 
（申請に必要な書類） 

第３５条 第１８条、第１９条、第１９条の２、第１９条の３、第２１条、第２３条、第２

５条、第２７条、第２９条及び第３２条の規定は、指名競争に参加しようとする者が、競

争参加資格を申請する際に提出する書類又は手続きについて準用する。 
 
（等級の格付） 

第３６条 第２０条、第２２条、第２４条、第２６条、第２８条、第３０条及び第３３条の

規定は、指名競争に参加しようとする者を等級に格付する場合に準用する。 
 
（資格の審査及び有資格者名簿） 

第３７条 指名競争に参加する者の資格が一般競争に参加する者の資格と同一である場合に

は、一般競争に参加する者の資格の審査及び有資格者名簿をもって、指名競争に参加する

者の資格の審査及び有資格者名簿に代えるものとする。  
 
（指名基準） 

第３８条 整備センターを除く組織の長は、有資格者のうちから指名競争に参加する者を指

名する場合には、当該競争に付する契約の予定価格の金額に相当する等級に格付された者

のうちから指名するものとする。ただし、指名される者の２分の１を超えない範囲におい

て、直近上位及び直近下位の等級の資格を有する者のうちから指名することを妨げない。 
２ 前項の指名に当たっては、次の各号に掲げる事項を勘案するとともに、当該事業年度に

おける指名及び受注の状況を勘案し、特定の者に偏らないようにするものとする。 
（１）不誠実な行為の有無 
（２）経営状況 
（３）建設工事、測量・建設コンサルタント、物品の製造、物品の販売又は役務等の成績 
（４）技術的適性 
（５）手持契約等の状況 
（６）地理的条件。ただし、特定調達契約に係るものにあっては、この限りでない。 
（７）安全管理の状況 
（８）労働福祉の状況 

３ 整備センターを除く組織の長は、特に緊急なものであること、特別の技術を要すること、

又は現に履行中の大規模工事に密接な関連を有する小規模工事を発注しようとする場合に

おいて、当該大規模工事を既に履行している者を選定する必要があること等の事由により

第１項の規定によることが不適当であると認めるときは、同項の規定にかかわらず競争に

参加する者を指名することができる。 
４ 第１９条の規定により新たに有資格者になった者については、「合併等により新たに設

立された会社等の建設工事契約に係る受注機会の確保を図るための取扱いについて」（平

成１１年１月２６日付け１１経第１１３号大臣官房経理課長通知）に基づく取扱いをする

ものとする。 
５ グループ経審を受審し、結果通知書を受領した建設業者が有資格者となった場合におい

ては、グループ経審取扱通知に基づく取扱いをするものとする。 
６ 持株会社化経審を受審し、結果通知書を受領した建設業者が有資格者となった場合にお

いては、持株会社化経審取扱通知に基づく取扱いをするものとする。 
 
（指名競争参加者選定委員会） 



第３９条 整備センターを除く組織の長は、前条の規定により指名競争契約について競争参

加する者を指名する場合には、指名競争参加者選定委員会に諮るものとする。 
２ 指名競争参加者選定委員会の構成及び運営については、別に定めるものとする。 
 

第４章 随意契約 
 
（随意契約登録者名簿） 

第４０条 契約責任者は、会計規程第４０条により随意契約によるときは、特別の事情があ

る場合を除き、有資格者名簿の書式に準じ、随意契約登録者名簿を作成し、当該名簿に登

録された者と契約を行うものとする。ただし、第９条及び第３７条に規定する有資格者名

簿に登録された者（整備センターについては、第９条に規定する有資格者名簿に登録され

た者又は地方公共団体が作成する有資格者名簿に登録された者）を、随意契約登録者名簿

に登録された者とみなして取り扱うことができる。 
２ （削除） 
３ 第１項の登録は、原則として別紙第１１号様式の申請書に基づき信用度、経営の状況及

び履行能力その他の事情を勘案し、契約の履行が確実であると認められる者につき行うも

のとする。 
 
（随意契約審査委員会） 

第４１条 契約責任者は、随意契約（契約規程第２５条第１項第１号から第１１号及び同条

第２項の規定に基づき契約する場合を除く。）を行おうとする場合には、随意契約審査委

員会に諮るものとする。 
２ 随意契約審査委員会の構成及び運営については、別に定めるものとする。 
 

第５章 等級の格付の基準 
 
（等級の格付の基準） 

第４２条 第５条に規定する契約の種類ごとの等級の格付は、第２０条、第２２条、第２４

条、第２６条、第２８条及び第３０条に規定する事項について、別記に定める基準により

行う。 
 

第６章 雑則 
 
（その他） 

第４３条 この要領に関わらず、整備センターにおける造林木等の販売契約に関する事項は

別に定める。 
 
 
附則 

この要領は、平成１３年４月１日から実施する。 
附則 

この改正は、平成１５年５月２０日から施行する。ただし別記第１の２の（３）のアの

規定は、平成１５年度から有効となる競争参加資格審査について適用するものとする。 
附則（平成１９年４月２日  １８森林総研第１６１１号） 

この要領は、平成１９年４月１日から実施する。 
附則（平成１９年１０月２９日  １９森林総研第９７７号） 



この要領は、平成１９年１１月１日から実施する。 
附則（平成２０年３月３１日  １９森林総研第１７２６号） 

この要領は、平成２０年４月１日から実施する。 
附則（平成２６年１２月８日  ２６森林総研第９９５号） 

この改正は、平成２６年１２月８日から施行する。ただし、本改正は平成２７年度及び

２８年度において有効となる建設工事契約及び測量・建設コンサルタント等契約に係る競

争参加資格審査から適用するものとし、平成２６年度における随時の審査については、な

お従前の例による。 
附則（平成２７年３月３１日  ２６森林総研第１６６９号） 

この要領は、平成２７年４月１日から実施する。 
附則（平成２８年３月３１日  ２７森林総研第１８４９号） 

この要領は、平成２８年４月１日から実施する。 
附則（平成２９年３月３１日  ２８森林総研第１９４２号） 

この規程は、平成２９年４月１日から実施する。 
附則（平成３０年３月３０日  ２９森林機構第１２３０１２号） 

この規程は、平成３０年４月１日から実施する。 
附則（平成３０年１１月９日  ３０森林機構第０８０８０３号） 

この規程は、平成３０年１１月９日から実施する。 
附則（平成３１年４月１９日  ３１森林機構第０１１６０１号） 

この規程は、平成３１年５月１日から実施する。 
附則（令和 ２年８月２８日  ２森林機構第０５２７０２号） 

この規程は、令和２年８月２８日から実施する。 
附則（令和 ３年６月２５日  ３森林機構第３８９号）  

この規程は、令和３年７月１日から実施する。 
附則（令和 ５年８月２９日  ５森林機構第５５１号）  

この要領は、令和５年９月１日から実施する。 
附則（令和 ６年３月２９日  ５森林機構第１１８２号）  

この要領は、令和６年３月２９日から実施する。 
附則（令和 ７年４月１４日  ７森林機構第９２号）  

この要領は、令和７年４月１４日から実施する。 
  


	2.pdf
	新旧対照表 (略) 


